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【要請の趣旨】 

 新型コロナウイルス感染症の影響など、社会の変化に対応した公共事業の見直しのための法制度

改革を求めます。 

【要請の理由】 

 私たちは、2009 年から、公共事業を見直し改革することをめざす各分野の運動団体が連携して全

国集会を実施し、2013年に現在のネットワーク組織を立ち上げ、活動を続けてきました。 

１ 公共事業をめぐる状況 

 公共事業をめぐる状況はいよいよ厳しさを増しています。 

 高度成長期につくられたインフラの老朽化が加速する一方、対策がおいついていません。たとえ

ば、全国の道路橋梁約 71 万橋のうち、早期または緊急に対策を講ずべき状態の施設は約 7 万橋、

うち修繕に未着手の施設は自治体管理分で約 8 割です。 

 老朽化したインフラの修繕を含む社会資本整備の担い手である建設業の就業者は、今後 20 年で

40％程度減少するとの予測が示されています。 

 地域の移動手段として重要な地域公共交通は、路線バスで 71％、地域鉄道で 72％が赤字経営で、

支援が必要な状況です。 

 甚大な被害をもたらす自然災害が頻発し、生活再建・復旧復興などを手当するための財源・人材

の備えも必要です。ところが、巨額の予算があてられる「国土強靭化」事業の中身には、「ミッシ

ングリンクの解消」（計画された道路を優先度等を検証することなく計画通りに実施すること）「暫

定二車線道路の四車線化」など、自然災害による被害の防止・低減と関連性の薄いものが含まれて

います。 

 さらに、新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、公共交通の売上・収益が大きく減少していま

す。鉄道大手の 2020年 4～6 月期の決算は、全社が最終赤字でした。東海道新幹線というドル箱路

線をもつ JR 東海でも、2020 年度売り上げ予想は前年比▲60％、経常益は 2,470 億円の赤字となっ

ています。鉄道以外でも医療機関はじめ様々な産業が収益減などの影響を受けており、国の継続的

な財政的支援が必要な状況です。 

２ チェック制度の機能不全 

 他方で、辺野古大浦湾埋立事業や、下関北九州道路のように、事業の不合理性が指摘されながら

不透明な決定過程で推進される巨大事業が存在しています。 

 事業の合理性等をチェックするしくみとして、政策評価法に基づく事業再評価制度、環境影響評

価法に基づくアセスメント制度などがありますが、いずれも市民参加の権利が保障されていないこ

と等により、充分に機能していません。 

３ 見直しのための改革を 

 以上述べたインフラ老朽化・就業者の減少・公共交通の厳しい経営状況・自然災害の大規模化・



新型コロナウイルス感染症の影響といった社会の変化をふまえ、公共事業の実情に関する調査会を

党内に創設するなどすることにより、公共性・優先度・効率性の低い事業を見直し、社会資本整備

重点計画の基本方針である「選択と集中の徹底」（優先度や時間軸を考慮した政策決定）の実現を

可能とする法制度改革を求めます。法制度改革においては、SDGｓ目標 16，17 が参加型の意思決定

の確保・様々なレベルでのパートナーシップの確保を求めていることを十分に考慮し、関係団体か

らのヒアリング等を実施してください。 
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